
基本政策Ⅴ 学校の教育力を強化する

「地域とともにある学校」づくりを推進しながら、研修等を通じて教職員一人ひとりの資質・能力の
向上を図るとともに、教職員が子どもたちと向き合う本来的な業務に一層専念できる体制を再構築する
ことで、学校の教育力を高めます。

政策
目標

①長時間勤務が課題となっている教職員の負担軽減と、教職員が心身ともに健康を維持し、誇りや情熱を持って業
務を遂行できる職場づくりに向けて、平成３１年２月に策定した「教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針」
に基づき、教職員の業務の見直し等を進めていく必要があります。

②「よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創る」という新学習指導要領の理念を学校と地域が共有し、持続可
能な社会の創り手となるために必要な資質・能力を育む「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学校が家
庭や地域の人々と連携・協働し、子どもたちの成長を支えていくことが求められています。また、学校運営やそ
の運営に必要な支援について協議する学校運営協議会を開催していくことで、「地域とともにある学校」を実現
する必要があります。

③在職年数が１０年以下の教員が半数を占めていることを受け、教職員のライフステージに応じた研修の充実に努
める必要があります。同時に、「主体的・対話的で深い学び」の確実な実施に向けて、授業力向上やＧＩＧＡ端
末の活用に関する研修の実施など、時代の変化に応じて必要とされる教職員の資質・能力を育成していく必要が
あります。

主な課題
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①令和４年３月に策定した「第２次教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針」に基づく取組を総合的に推進する
とともに、外部講師による業務改善支援研修を９校で開催し、さらに教職員の意識改革を醸成するため階層別研
修を１回増やし４回開催しました。教職員勤務実態調査結果を踏まえ、６月から１２月の間で全ての小中学校の
校長・副校長・教頭・教務主任を対象とした意見交換会を３１回開催し、第３次となる働き方・仕事の進め方改
革の方針策定に向け、学校現場からの働き方・仕事の進め方に係る意見・アイデアを得ることができました。

②特色ある学校づくりを進めるため、学校がそれぞれの地域にある特性を活かした体験活動などの企画を行う「夢
教育２１推進事業」を全校で実施しました。また、コミュニティ・スクール拡充について、学校運営協議会を新
規に４４校に設置しました。さらに、新規設置校を含めた１３６校のコミュニティ・スクールを訪問し、学校運
営協議会の運営状況等を把握しながら適正な運営確保のために、指導・助言を行いました。

③教職員のライフステージに応じた研修を充実させるため、必修研修を実施するとともに、１人１台配布されたＧ
ＩＧＡ端末を効果的に活用し、データでの資料提供や同時編集を活用した協議等を行ったほか、研修の目的や内
容に応じて単方向型（動画配信）及び双方向型オンライン研修を実施することで、より効果的に教職員が学び続
けることができる研修体制の構築を図りました。また、校種間異動を踏まえた人材育成を進めるため、中学校か
ら小学校への異動（１５名）を実施したほか、特別支援学校から小中学校への異動（１６名）を促進しました。
さらに、教員採用試験では、より多様で優秀な人材の積極的な確保を図るため、小学校区分において大学３年生
を対象とする試験を実施した他、採用選考の複数回実施として、秋期選考と冬期選考を新たに実施し、採用者数
の確保に努めました（夏期の選考募集２３０名程度で採用２１６人に加え、秋期選考２０人、冬期選考１人を採
用）。また、採用に関する広報活動として、市内外、大学等での説明会を開催（２１３回（３７回増））しまし
た。

主な取組成果

基本政策Ⅴ
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今後の取組の方向性

①「第２次教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針」に基づき、学校における業務改善に向けた取組を支援し、
業務改善事例の展開や勤務実態調査を踏まえた試行的取組等により、学校における改善の取組や教職員の意識改
革を進めるとともに、「第２次教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針」が令和７年度で終了することから次
期方針を策定していきます。

②「夢教育２１推進事業」の実施については、引き続き特色ある学校づくりを進めるとともに、学校ボランティア
の配置により、地域の特性を活かした教育活動を推進します。また、学校運営協議会の効果的な活用を共有し、
特色ある学校づくりを目指した学校運営ができるよう推進していくとともに、令和７年度に全校に設置（新規４
０校）することで、全ての学校において、地域等との連携・協働によるよりよい学校づくりを推進していきま
す。

③引き続き、ライフステージに応じた研修において、より校内研修との関連をもたせるなど、連続性・継続性のあ
る研修を計画し、意図的、計画的に一人ひとりの教職員が学び続けることができる研修体制を構築し、資質・能
力の向上を図ります。また、国の動向を注視しつつ法改正を踏まえた教職員の定数算定を行うとともに、より一
層学校の実情に応じた教員配置と学校マネジメントの強化に向けて取組を進めます。さらに、教員不足の解消は
喫緊の課題であるため、教職員採用に関する広報活動を更に充実させるとともに、奨学金返還支援事業の活用、
採用試験における選考区分の見直し等を進め、多様で優秀な人材の確保を図ります。

①「教職員の働き方・仕事の進め方改革」は、学校現場からの意見・アイデアに留まることなく、地域や保護者を
巻き込んだ解決策が求められる。

②「夢教育２１推進事業」やコミュニティ・スクールの拡充が学校現場の負荷拡大にならないよう、川崎市の特性
を生かした民間企業の力を活用すること。川崎市が過去進めてきたことを自信をもって推進し、地域や外部委員
が運営協議会の主役になり、パートナーシップを高める場となるよう努める必要があると思う。

③教員による子どもたちの教育方法をリーダーシップ型からファシリテーター型にする必要がある。そのために、
教員がコーチングの理論とスキルを学び、学級経営や授業実践をマネジメントの理論やスキルによって行う必要
があると考える。

教育改革推進会議における意見内容
基本政策Ⅴ
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目標値（Ｒ７年度）Ｒ７年度Ｒ６年度Ｒ５年度Ｒ４年度実績値指標の説明指標名

－※-－－－
92.7%学校における教育活動やさまざまな活動に保護者や地域の人の参加を得ている

【出典：全国学力・学習状況調査】

地域の教育資源や
人材を活用した特
色ある学校づくり （H２９（2017）年度）

64.6%以上-－
※※49.6%40.9%44.3%

小学校
保護者や地域の人が学校の美化、登下校の見守り、学習・部活動支援、
放課後支援、学校行事の運営などの活動に「よく参加している」と回答し
た学校の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

保護者や地域が
学校運営に参加
している割合
【第３期から設定】

（Ｒ３（2021）年度）

38.2%以上-－
※※18.9%18.9%24.5%

中学校

（Ｒ３（2021）年度）

－※※※-－－－96.5%学校全体の学力傾向や課題について、全教職員の間で共有している
【出典：全国学力・学習状況調査】学校の組織・チーム力

（Ｒ１（2019）年度）

98.0% 以上-－
－

※※※※
－

※※※※
90.3%教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成果を学校教育活動に

積極的に反映させている
【出典：全国学力・学習状況調査】

教職員の資質向上
（Ｒ３（2021）年度）

60.0% 以上-－
※※47.5%41.1%45.0%

小６

「今住んでいる地域の行事に参加している、どちらかといえばしている」と
回答した児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

地域とのつながり
（Ｒ３（2021）年度）

40.0% 以上-－
※※27.7%27.1%31.2%

中３

（Ｒ３（2021）年度）

94.0% 以上-84.0%82.2%93.3%93.8%
小５

「学校生活が楽しい、どちらかといえば楽しい」と回答した児童生徒の割
合
【出典：川崎市学習状況調査】

学校への好感度
（Ｒ３（2021）年度）

93.0% 以上-81.0%81.1%90.9%89.9%
中２

（Ｒ３（2021）年度）

73.0% 以上-－
※※71.3%72.5%72.4%

小６

「家で、自分で計画を立てて勉強している、どちらかといえばしている」と
回答した児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

家庭での学習状況
【第３期から設定】

（Ｒ３（2021）年度）

51.5% 以上-－
※※55.6%57.4%63.4%

中３
（Ｒ３（2021）年度）

80.0 以下-87.887.887.492.6ストレスチェックの集団分析結果における、「総合健康リスク」の市立学校全体の平均値
（全国平均を１００とした場合の割合）
【出典：川崎市教育委員会調べ】

学校における総合健康
リスクの平均値
【第３期から設定】 （Ｒ３（2021）年度）

参考指標

※平成３０（２０１８）年度以降の出典元の調査において設問がないため、目標値（Ｒ７(２０２５)）は設定していません。
※※令和６（２０２４）年度以降の出典元の調査において設問がないため、実績値の記載はありません。

※※※令和元（２０１９）年度以降の出典元の調査において設問がないため、目標値（Ｒ７(２０２５)）は設定していません。
※※※※令和４（２０２２）年度以降の出典元の調査において設問がないため、実績値の記載はありません。

基本政策Ⅴ
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